（参考）事業実施のセルフチェックリスト　
	
	チェック項目
	チェック

	１．「（様式第１）交付申請書」作成時のチェックリスト

	（１）
	手引きの指示どおり作成した。記入漏れはない。
	

	（２）
	委員会委員に外注・委託見積先関係者を入れていない（就任不可）。
	

	（３）
	業界側委員は、組合役職のほか、所属先・役職も記入した。
	

	（４）
	外注・委託先の決定手順を理解し、委員会開催計画に反映している。
	

	（５）
	補助金額の発生しない経費科目を補助対象経費の区分から削除した（追加不可）。
	

	（６）
	積算内訳は、当事業の経費支出基準に沿って記入した。　
	

	（７）
	外注費明細は、様式に沿って記入した。
	

	（８）
	必要な添付書類（任意グループは委任状も含む）を確認した。
	

	２．「（様式第６）遂行状況報告書」作成時のチェックリスト

	（１）
	交付決定日、文書番号、金額は「交付決定通知書」のものである。
	

	（２）
	手引きの指示どおり作成した。記入漏れはない。
	

	（３）
	補助事業に要した額は９月３０日までに支出した総経費になっている。
	

	３．「（様式第９）実績報告書」作成時のチェックリスト

	（１）
	交付決定日、文書番号、金額は「交付決定通知書」のものである。
	

	（２）
	委託先関係者は委員会委員ではない（発注後のオブザーバー出席は可）
	

	（３）
	業界側委員は、委員名簿に、組合役職のほか、所属先・役職も記入した。
	

	（４）
	委員会の開催日時、場所、検討事項、出席者数は、議事録と相違がない。
	

	（５）
	委員会議事録の出席者数は、委員、オブザーバー、事務局に区分記入した。
	

	（６）
	外注・委託について、委託先、委託期間、委託内容等を明瞭に記入した。
	

	（７）
	支出明細の経費科目が交付申請時と同じである（増減不可）。　
	

	（８）
	積算内訳は、当事業の経費支出基準に沿っている。
	

	（９）
	積算内訳の金額は、元帳の金額と一致している。
	

	(10)
	外注費明細は、様式に沿った形になっている。
	

	(11)
	添付書類は全て写しとなっている（原本はすべて５年間保管）。
	

	４．実績報告書の添付書類チェックリスト

	（１）委員会実施関係

	①
	専門家委員及び業界側委員からは委員就任承諾書、そして外部専門家からは外部専門家就任承諾書が揃っている。（混同していないことも確認）
	

	②
	承諾書は、すべて本人の直筆の署名と押印がされている。
	

	③
	委員就任承諾書の日付は、交付決定日から、第１回委員会までの期間中の日付になっている。　
	

	④
	委員会ごとに開催案内（開催案内の日付は、交付決定日以降）、開催要綱、議事録、及び使用資料（写）が揃っている。
	

	⑤
	議事録について、日時（開始～終了）、開催場所、出席者数（出席者数は、委員、事務局、オブザーバーの合計数）が領収書等の証拠書類と相違がなく、決定事項が記載されている。
	

	⑥
	議事録に、委託する際に必要な記載（委託先の選定、決定）がされている。   
	


	
	チェック項目
	チェック

	（２）委託・外注・発注関係

	①
	【委託費（外注費）】３社（１～３社以上）からの以下の書類が揃っている。

ⅰ）見積依頼書（日付は、合見積先を選定した委員会等の日付以降）

ⅱ）会社概要

ⅲ）見積書（日付は、見積依頼書の日付以降）
	

	②
	【委託（外注）先選定理由書】作成した。
	

	③
	【委託（外注）契約書】収入印紙の金額、委託期間は適正である。
	

	④
	（中間払いを行った場合）契約書に中間払いを行う記載がある。
	

	⑤
	【完了報告書（納品書）】提出されており、記載された日付が適正である。
	

	⑥
	【成果報告書、印刷物】本事業の助成を受けて作成したことを明記した。
	

	（３）会計関係

	①
	【通帳】下記箇所の写しを用意している。

ⅰ）支出が確認できる部分

ⅱ）通帳の写し口座番号・名義人が分かる部分　
	

	②
	【元帳】勘定科目元帳を作成した。　
	

	③
	【振込】銀行振込の際、振込手数料を差し引いていない。

（手数料を差し引いて支払うことは認められません。）
	

	④
	【期間】交付決定日前、事業完了期限後に支出した科目について補助対象経費として算出していない。
	

	⑤
	【手当】振込通知書等の証拠書類が揃っている。
	

	⑥
	【手当】個人払いで源泉徴収が必要な場合は、預り金処理をし、納税を終えている。
	

	⑦
	【旅費】片道の鉄道の営業距離が６００キロを超える場合は、往復割引運賃を適用した。
	

	⑧
	【旅費】航空便を利用する場合は、実費で支給されており、航空賃領収書や搭乗を証する書面が添付されている。
	

	⑨
	【旅費】旅行会社等のパッケージ商品を利用した場合は、所定の必要書類が添付されている。
	

	⑩
	【旅費】すべての旅費計算・明細書、「旅費計算ソフトウェア」等を利用した経路毎の料金の算出根拠（写）を証拠書類として添付した。
	

	⑪
	【会議費】議事録に記載されている委員会出席者数と数量に相違はない。
	

	⑫
	【会議費】単価が明確な領収書を証拠書類として添付した。
	

	⑬
	【会場借料】交付決定日以降の日付と、宛名が記載された下記の書面を証拠書類として添付した。

ⅰ）見積書　　ⅱ）請求書　　ⅲ）領収書　　ⅳ）使用料金表
	

	⑭
	【会場借料】自己所有・管理の会議室を利用した場合は計上していない。
	

	⑮
	【資料費】使用した資料の写しと金額に関する証拠書類を添付した。
	

	⑯
	【資料費】組合等の機器でコピーした場合は、一般会計と特別会計との間で請求書・領収書を取り交わし、証拠書類として添付した。
	

	⑰
	【印刷費（発注費）】１０万円以上の場合、２社以上の合見積を徴した。
	

	
	チェック項目
	チェック

	⑱
	【原稿料】原稿料として委託先に支払はしていない。
	

	⑲
	【原稿料】既に作成されている報告書等の引用は計上されていない。
	

	⑳
	【通信運搬費】（一般会計の在庫の切手を利用した場合）本会計と特別会計との間で請求書・領収書を取り交わし、証拠書類として添付した。
	

	㉑
	【通信運搬費】発送先リストを添付している。
	

	㉒
	【通信運搬費】全国中央会への提出資料に関する送料は計上していない。
	

	㉓
	【委託費／外注費】銀行振込で支払い、明細の写しと振込を証する書面（ＡＴＭレシート可）を証拠書類として添付した。

（委託費／外注費を現金で支出することはできない。）
	

	５．「（様式第１２）精算払請求書」作成時のチェックリスト

	（１）
	交付決定日、文書番号、金額は「交付決定通知書」のものである。
	

	（２）
	補助金確定額、概算払受領済額、精算払請求額は「額の確定通知書」記載の金額を転記した。
	

	（３）
	送金口座は、交付申請書提出時に記載した特別会計口座である。
	

	（４）
	提出期限内である（「額の確定通知書」受領後５日以内）。
	



